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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第13期

中間連結会計期間
第14期

中間連結会計期間
第13期

会計期間
自 2023年９月１日
至 2024年２月29日

自 2024年９月１日
至 2025年２月28日

自 2023年９月１日
至 2024年８月31日

売上収益 (千円) 5,235,750 7,411,786 11,771,378

税引前中間(当期)利益 (千円) 268,926 700,822 902,567

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)利益

(千円) 179,951 434,054 825,430

親会社の所有者に帰属する
中間(当期)包括利益

(千円) 179,951 463,321 815,871

親会社の所有者に帰属する持分 (千円) 1,325,742 4,160,648 3,350,136

総資産額 (千円) 5,849,345 10,466,308 9,780,951

基本的１株当たり
中間(当期)利益

(円) 66.43 136.08 291.24

希薄化後１株当たり
中間(当期)利益

(円) 61.30 130.30 270.35

親会社所有者帰属持分比率 (％) 22.7 39.8 34.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 69,254 101,547 1,649,503

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △515,629 146,382 △514,484

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 638,665 △574,504 124,659

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 1,456,946 2,146,039 2,524,334
 

(注) １．当社は要約中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．上記指標は、国際会計基準(以下「IFRS」という。)により作成した要約中間連結財務諸表及び連結財務諸表

に基づいております。

 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は次のとおりです。

当中間連結会計期間において、株式交換による子会社化に伴い、株式会社SHCを連結の範囲に含めております。

これにより、2025年２月28日現在では、当社グループは当社及び連結子会社８社で構成されております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

　　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 
(１)財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

当中間連結会計期間（2024年９月１日～2025年２月28日）における我が国の経済は、所得の持ち直しや企業収益

の改善により、回復の兆しが見られるものの、景気全体としては依然として足元の動きに慎重さが残る状況となっ

ております。一方で、米国を中心とした関税措置の強化や中国経済の減速、中東をはじめとする地政学的リスクの

高まりにより、依然として先行き不透明な状況が続いております。

当社グループは、業種業態にこだわらず、あらゆる商品を世の中にまだない販売の手法を考えて新たな市場(ブ

ルーオーシャン)を構築し、独占的に販売することを営業方針として掲げ、既存事業の強化と新たな成長基盤の確立

に取り組んでまいりました。

このような環境下で、当中間連結会計期間の業績は、売上収益7,411,786千円(前年同期比41.6％増)、営業利益は

704,846千円(前年同期比155.3％増)、税引前中間利益は700,822千円(前年同期比160.6％増)、親会社の所有者に帰

属する中間利益は434,054千円(前年同期比141.2％増)となりました。

 
②財政状態

　（資産）

当中間連結会計期間末の資産合計は、10,466,308千円となり、前連結会計年度末比685,357千円の増加となりまし

た。その主な要因は、営業債権及びその他の債権が396,206千円増加、売却目的で保有する資産が177,382千円増

加、その他の流動資産が164,942千円増加、のれんが160,865千円増加、投資不動産が73,001千円増加した一方、現

金及び現金同等物が378,296千円減少したこと等によるものであります。

 

　（負債）

当中間連結会計期間末の負債合計は、6,305,659千円となり、前連結会計年度末比125,155千円の減少となりまし

た。その主な要因は、営業債務及びその他の債務が253,855千円減少、社債及び借入金(流動負債)が81,173千円減少

した一方、未払法人所得税が127,752千円増加、売却目的で保有する資産に直接関連する負債が111,462千円増加し

たこと等によるものであります。

 

　（資本）

当中間連結会計期間末の資本合計は、4,160,649千円となり、前連結会計年度末比810,512千円の増加となりまし

た。その主な要因は、親会社の所有者に帰属する中間利益の計上等に伴う利益剰余金434,049千円増加、資本剰余金

が241,778千円増加、資本金が81,241千円増加したこと等によるものであります。
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(２)キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ378,296千

円減少し、2,146,039千円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因

は次のとおりであります。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における営業活動の資金収支は、税引前中間利益が700,822千円、営業債権及びその他の債権

が428,776千円増加、営業債務及びその他の債務が365,371千円減少、減価償却費及び償却費の計上が184,668千円等

により101,547千円の収入（前年同期は69,254千円の収入）となりました。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における投資活動の資金収支は、子会社株式の取得による収入128,898千円、長期貸付けによ

る支出86,000千円、投資有価証券の売却による収入70,473千円、長期貸付金の回収による収入50,906千円等により

146,382千円の収入（前年同期は515,629千円の支出）となりました。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における財務活動の資金収支は、長期借入金の返済による支出448,879千円、リース負債の返

済による支出96,255千円、自己株式の取得による支出84,027千円、長期借入れによる収入50,000千円等により

574,504千円の支出（前年同期は638,665千円の収入）となりました。

 
(３)会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの要約中間連結財務諸表は、IFRSに準拠して作成しています。この要約中間連結財務諸表の作成に

あたり採用した重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定については、「第４　経理の状況　１　要約中

間連結財務諸表　要約中間連結財務諸表注記　４.重要な会計上の見積り及び判断」をご参照ください。

 
(４)経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 
　(５)優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 
　(６)研究開発活動

該当事項はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

（子会社株式の譲渡）

当社は、2025年２月17日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社プレミアムビジネスサポート

の全株式を譲渡することを決議するとともに同日付けで株式譲渡契約を締結し、2025年３月１日付けで当該株式の譲

渡を完了いたしました。

詳細は、「第４　経理の状況　１　要約中間連結財務諸表　要約中間連結財務諸表注記　13.重要な後発事象」に記

載のとおりであります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 10,400,000

計 10,400,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2025年２月28日)

提出日現在
発行数(株)

(2025年４月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,298,070 3,298,070
東京証券取引所
グロース市場

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式であ
り、単元株式数は、100株であり
ます。

計 3,298,070 3,298,070 － －
 

(注)　提出日現在の発行数には、2025年４月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は、含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

 
① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年９月１日
(注)１

42,480 3,217,770 － 415,982 136,998 1,579,590

2025年１月10日
(注)２

65,900 3,283,670 73,413 489,395 73,413 1,653,002

2024年９月１日～
2025年２月28日
(注)３

14,400 3,298,070 7,829 497,224 7,829 1,660,831

 

(注)１.株式会社SHCとの株式交換による増加であります。

２.2024年12月16日開催の取締役会決議に基づく、譲渡制限付株式報酬としての新株発行による増加であります。

３.2024年９月１日から2025年２月28日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が14,400株、資本

金が7,829千円及び資本準備金が7,829千円増加しております。

 
(5) 【大株主の状況】

2025年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社プレミアムウォーター
ホールディングス

山梨県富士吉田市上吉田4597番地の１ 1,092,100 33.96

渡辺　誠 福岡県福岡市南区 285,645 8.88

多田　敬祐 北海道札幌市中央区 130,700 4.06

倉住　強一郎 東京都千代田区 117,994 3.67

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６番21号 113,700 3.54

米田　和史 福岡県福岡市東区 81,606 2.54

深井　伸吾 福岡県久留米市 76,388 2.38

株式会社SMBC信託銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３－２ 75,400 2.34

株式会社光通信 東京都豊島区西池袋１丁目４－10 73,400 2.28

綿引　一 東京都港区 70,910 2.21

計 － 2,117,843 65.86
 

(注)当社は、自己株式を82,393株所有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2025年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 82,300
 

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,158,500
 

31,585 －

単元未満株式 57,270 － －

発行済株式総数 普通株式 3,298,070
 

－ －

総株主の議決権 － 31,585 －
 

(注)「単元未満株式」欄には、当社保有の自己株式93株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

2025年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ラストワンマイル
東京都豊島区東池袋四丁目
21番１号アウルタワー３階

82,300 － 82,300 2.50

計 － 82,300 － 82,300 2.50
 

(注)上記の他、単元未満株式57,270株に自己株式93株が含まれております。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  要約中間連結財務諸表の作成方法について

当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。)第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」(以下「IAS第

34号」という。)に準拠して作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2024年９月１日から2025年２月28

日まで)に係る要約中間連結財務諸表について、フェイス監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【要約中間連結財務諸表】

(1) 【要約中間連結財政状態計算書】

(単位：千円)

 注記
前連結会計年度
(2024年８月31日)

 
当中間連結会計期間
(2025年２月28日)

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物  2,524,334  2,146,039

営業債権及びその他の債権  1,951,293  2,347,499

棚卸資産  36,919  54,190

その他の金融資産 12 193,506  205,405

未収法人所得税  35,026  8

その他の流動資産  101,540  266,482

小計  4,842,620  5,019,622

売却目的で保有する資産 ７ －  177,382

流動資産合計  4,842,620  5,197,004

     

非流動資産     

有形固定資産  198,730  265,744

使用権資産  1,441,603  1,378,454

のれん  1,886,544  2,047,409

無形資産  739,228  799,155

投資不動産  63,136  136,138

その他の金融資産 12 453,962  524,343

繰延税金資産  138,371  104,626

その他の非流動資産  16,757  13,435

非流動資産合計  4,938,331  5,269,304

資産合計  9,780,951  10,466,308
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(単位：千円)

 注記
前連結会計年度
(2024年８月31日)

 
当中間連結会計期間
(2025年２月28日)

負債及び資本     

負債     

流動負債     

営業債務及びその他の債務  1,615,334  1,361,479

社債及び借入金 12 994,028  912,855

リース負債  178,470  175,812

未払法人所得税  73,165  200,918

返金負債  209,437  204,088

引当金  －  19,000

その他の流動負債  516,660  441,165

小計  3,587,094  3,315,317

売却目的で保有する資産に直接関連
する負債

７ －  111,462

流動負債合計  3,587,094  3,426,779

     

非流動負債     

社債及び借入金 12 1,409,958  1,419,559

リース負債  1,268,578  1,210,694

引当金  41,622  55,803

繰延税金負債  108,361  177,534

その他の非流動負債  15,202  15,290

非流動負債合計  2,843,720  2,878,880

負債合計  6,430,814  6,305,659

     

資本     

資本金 ８ 415,982  497,224

資本剰余金  1,447,021  1,688,798

利益剰余金  1,673,326  2,107,375

自己株式 ８ △248,997  △227,104

その他の資本の構成要素  62,803  94,355

親会社の所有者に帰属する持分合計  3,350,136  4,160,648

非支配持分  1  1

資本合計  3,350,137  4,160,649

負債及び資本合計  9,780,951  10,466,308
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(2) 【要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書】

【要約中間連結損益計算書】

(単位：千円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2023年９月１日
　至　2024年２月29日)

 
当中間連結会計期間
(自　2024年９月１日
　至　2025年２月28日)

売上収益 10 5,235,750  7,411,786

売上原価  1,945,951  2,274,122

売上総利益  3,289,799  5,137,664

販売費及び一般管理費  3,032,535  4,479,378

その他の収益  18,795  50,096

その他の費用  －  3,536

営業利益  276,058  704,846

金融収益  3,497  20,848

金融費用  10,630  24,872

税引前中間利益  268,926  700,822

法人所得税費用  88,975  266,769

中間利益  179,951  434,054

     

中間利益の帰属     

親会社の所有者  179,951  434,054

非支配持分  －  △1

中間利益  179,951  434,054

     

１株当たり中間利益     

基本的１株当たり中間利益（円） 11 66.43  136.08

希薄化後１株当たり中間利益（円） 11 61.30  130.30
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【要約中間連結包括利益計算書】

(単位：千円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2023年９月１日
　至　2024年２月29日)

 
当中間連結会計期間
(自　2024年９月１日
　至　2025年２月28日)

中間利益  179,951  434,054

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

確定給付制度の再測定  －  △6

その他の包括利益を通じて公正価値で
測定する資本性金融資産

 －  29,273

その他の包括利益合計  －  29,267

中間包括利益  179,951  463,321

     

中間包括利益の帰属     

親会社の所有者  179,951  463,321

非支配持分  －  △1

中間包括利益  179,951  463,321
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(3) 【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間(自　2023年９月１日　至　2024年２月29日)

(単位：千円)

  親会社の所有者に帰属する持分   

 注記 資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
その他の
資本の
構成要素

合計
非支配
持分

資本
合計

2023年９月１日残高  354,016 320,999 848,017 △91,349 18,268 1,449,951 1 1,449,952

中間利益  － － 179,951 － － 179,951 － 179,951

中間包括利益  － － 179,951 － － 179,951 － 179,951

新株の発行 ８ 33,097 33,097 － － － 66,195 － 66,195

自己株式の取得 ８ － － － △373,092 － △373,092 － △373,092

株式報酬取引  － － － － 2,737 2,737 － 2,737

所有者との取引額等合計  33,097 33,097 － △373,092 2,737 △304,160 － △304,160

2024年２月29日残高  387,113 354,097 1,027,968 △464,441 21,005 1,325,742 1 1,325,744
 

 
当中間連結会計期間(自　2024年９月１日　至　2025年２月28日)

(単位：千円)

  親会社の所有者に帰属する持分   

 注記 資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
その他の
資本の
構成要素

合計
非支配
持分

資本
合計

2024年９月１日残高  415,982 1,447,021 1,673,326 △248,997 62,803 3,350,136 1 3,350,137

中間利益  － － 434,054 － － 434,054 △1 434,054

その他の包括利益  － － － － 29,267 29,267 － 29,267

中間包括利益  － － 434,054 － 29,267 463,321 △1 463,321

新株の発行 ８ 81,241 81,241 － － － 162,483 － 162,483

自己株式の取得 ８ － － － △84,027 － △84,027 － △84,027

株式報酬取引  － － － － 2,737 2,737 － 2,737

新株予約権の増減  － 458 － － △458 1 － 1

利益剰余金への振替  － － △6 － 6 － － －

株式交換による変動 ８ － 160,078 － 105,920 － 265,998 － 265,998

所有者との取引額等合計  81,241 241,778 △6 21,893 2,285 347,191 － 347,191

2025年２月28日残高  497,224 1,688,798 2,107,375 △227,104 94,355 4,160,648 1 4,160,649
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(4) 【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

 注記
前中間連結会計期間
(自　2023年９月１日
　至　2024年２月29日)

当中間連結会計期間
(自　2024年９月１日
　至　2025年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前中間利益  268,926 700,822

減価償却費及び償却費  82,131 184,668

金融収益  △3,497 △20,848

金融費用  10,630 24,872

棚卸資産の増減額（△は増加）  △11,831 △12,603

営業債権及びその他の債権の増減額
（△は増加）

 △356,526 △428,776

営業債務及びその他の債務の増減額
（△は減少）

 304,030 △365,371

引当金の増減額（△は減少）  － 19,810

その他の増減額  △196,185 61,194

小計  97,677 163,768

利息及び配当金の受取額  813 2,449

利息の支払額  △10,033 △26,582

法人所得税の支払額  △27,098 △73,306

法人所得税の還付額  7,896 35,217

営業活動によるキャッシュ・フロー  69,254 101,547

    

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の売却による収入  － 34

有形固定資産の取得による支出  △2,892 △41,792

無形資産の取得による支出  － △2,450

短期貸付金の純増減額(△は増加)  15,000 32,536

長期貸付金の回収による収入  29,714 50,906

長期貸付けによる支出  △178,600 △86,000

敷金及び保証金の回収による収入  119 152

敷金及び保証金の差入による支出  △788 △6,276

子会社株式の取得による収入 ６ － 128,898

子会社株式の取得による支出 ６ △417,620 －

投資有価証券の売却による収入  31,416 70,473

投資有価証券の取得による支出  － △100

保険積立金の払戻による収入  8,000 －

その他  23 －

投資活動によるキャッシュ・フロー  △515,629 146,382

    

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少）  370,000 －

長期借入れによる収入  930,000 50,000

長期借入金の返済による支出  △246,354 △448,879

リース負債の返済による支出  △51,100 △96,255

株式の発行による収入  17,211 15,657

自己株式の取得による支出  △373,092 △84,027

社債の償還による支出  △8,000 △11,000

財務活動によるキャッシュ・フロー  638,665 △574,504

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  192,291 △326,575

現金及び現金同等物の期首残高  1,264,656 2,524,334

売却目的で保有する資産に含まれる現金及
び現金同等物の増減額（△は減少）

７ － △51,721

現金及び現金同等物の中間期末残高  1,456,946 2,146,039
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

株式会社ラストワンマイル(以下「当社」という。)は日本に所在する株式会社であり、東京証券取引所グロース市

場に株式を上場しております。登記されている本社の住所は当社ウェブサイト(https://lomgrp.co.jp/)で開示してお

ります。当中間連結会計期間(2024年９月１日から2025年２月28日まで)の要約中間連結財務諸表は、当社及びその子

会社(以下「当社グループ」という。)から構成されております。

当社グループは、業種業態にこだわらず、あらゆる商品を世の中にまだない販売の手法を考えて新たな市場(ブルー

オーシャン)を構築し、独占的に販売することを営業方針として掲げ事業展開をしております。

 
２．作成の基礎

(1) 要約中間連結財務諸表がIFRSに準拠している旨

当社グループの要約中間連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２第２号に掲げる「指定国際会計基準特定

会社」の要件を満たすことから、同第312条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しております。

要約中間連結財務諸表は、連結会計年度の連結財務諸表で要求されるすべての情報が含まれていないため、前連

結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものです。

本要約中間連結財務諸表は、2025年４月14日に取締役会によって承認されております。

 
(2) 測定の基礎

当社グループの要約中間連結財務諸表は、公正価値で測定する特定の金融商品等を除き、取得原価を基礎として

作成されております。

 
(3) 機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約中間連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円(千円単位、単位未満四捨五入)で表示し

ております。

 
３．重要性がある会計方針

当社グループが本要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、以下を除き、前連結会計年度

に係る連結財務諸表において適用した会計方針と同一であります。

 
売却目的で保有する非流動資産又は処分グループ

継続的な使用ではなく、主に売却取引により回収される非流動資産又は処分グループのうち、１年以内に売却す

る可能性が非常に高く、かつ、現在の状態で即時に売却可能で、当社グループの経営者が売却を確約している場合

には、売却目的保有に分類しております。

売却目的保有に分類された非流動資産又は処分グループは、帳簿価額と売却コスト控除後の公正価値のいずれか

低い方の金額で測定しており、売却目的保有に分類された後は減価償却又は償却を行っておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社ラストワンマイル(E37098)

半期報告書

16/33



 

 
４．重要な会計上の見積り及び判断

当社グループは、要約中間連結財務諸表の作成において、会計方針の適用、資産、負債、収益及び費用の報告額並

びに偶発負債の開示に影響を及ぼす判断、会計上の見積り及び仮定を用いております。これらの見積り及び仮定は、

過去の経験及び利用可能な情報を収集し、決算日において合理的であると考えられる様々な要因等を勘案した経営者

の最善の判断に基づいております。しかしながら、その性質上、これらの見積り及び仮定に基づく数値は実際の結果

と異なる可能性があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直しております。これらの見積りの見直しによる影響は、当該見積り

を見直した期間及び将来の期間において認識しております。

当社グループの要約中間連結財務諸表に重要な影響を与える可能性のある会計上の判断、見積り及び仮定に関する

主な情報は、前連結会計年度に係る連結財務諸表と同様であります。

 
５．セグメント情報

報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

なお、当社グループの事業セグメントは、ラストワンマイル事業の単一セグメントであります。サービスごとの

外部顧客に対する売上収益は、注記「10．売上収益」に記載しております。
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６．企業結合

前中間連結会計期間(自　2023年９月１日　至　2024年２月29日)

（取得による企業結合）

（１）企業結合の概要

被取得企業の名称　株式会社キャリア

事業の内容　　　　光コラボレーションモデル等のインターネットサービスの販売・卸売事業

 
（２）企業結合を行った主な理由

当社グループは、アライアンス事業、リスティング広告事業、メディア運営事業、ECサイト事業、コンタク

トセンター事業を運営しております。現在、当社グループは池袋本社、福岡営業所の２拠点と、子会社である

株式会社ブロードバンドコネクションがある北海道の３拠点でインサイドセールスセンターを運営しておりま

す。この度、当社グループに参画する株式会社キャリアは、北海道で光コラボレーションモデル等のインター

ネットサービスの販売・卸売事業を運営しており、当該株式取得により、株式会社キャリアが保有するノウハ

ウとの事業シナジー、サービス提供エリア・顧客層の拡大が見込め、お互いの業容拡大並びにストック型収益

の拡大を推進することができると考え、この度の株式取得を決定いたしました。

 
(３)企業結合日

2023年９月１日(株式取得日)

 
(４)取得した議決権付資本持分の割合

100％

 
(５)被取得企業の支配を獲得した方法

当社による現金を対価とする株式取得

 
(６)取得日現在における取得資産、引受負債及び支払対価の公正価値

（単位：千円）

支払対価の公正価値 495,904

取得資産、引受負債の公正価値  

　流動資産 233,890

　顧客関連資産 158,048

　非流動資産 91,154

　流動負債 △155,761

　非流動負債 △544,291

のれん 712,863

合計 495,904
 

　のれんは、個別に認識要件を満たさない、今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力及び既存事業

とのシナジーを反映したものであります。また、認識されたのれんは、税務上損金算入が見込まれるものはあり

ません。

 
(７)取得関連費用

　アドバイザリー費用等2,900千円
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(８)取得に伴うキャッシュ・フロー

 （単位：千円）

現金による取得対価 △495,904

取得時に被取得企業が保有していた現金及び現金同等物 78,283

子会社株式の取得による支出 △417,620
 

（注）取得に伴うキャッシュ・フローは、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書の投資活動によるキャッ

シュ・フローの「子会社株式の取得による支出」に計上しております。

 
(９)業績に与える影響

要約中間連結損益計算書に認識されている取得日以降における内部取引消去前の被取得企業の売上収益は

818,482千円、中間利益は80,632千円であります。なお、中間利益には、支配獲得時に認識した無形資産の償却

費等が含まれております。

 
当中間連結会計期間(自　2024年９月１日　至　2025年２月28日)

（取得による企業結合）

(１)企業結合の概要

被取得企業の名称　株式会社SHC

事業の内容　　　　インターネット無料マンション「FReeNeXT」事業、コールセンター事業、

各種取次事業、パートナー事業

 
(２)企業結合を行った主な理由

株式会社SHCは、中部、関西、中国、九州、北海道を中心にインターネット無料マンション「FReeNeXT」事

業、コールセンター事業、各種取次事業、パートナー事業を運営しております。株式会社SHCは、当社グループ

と同様にインターネット無料マンション「FReeNeXT」事業等から得られるストック型の収益と、コールセン

ター事業、各種取次事業、パートナー事業等から得られるフロー型の収益を収益の柱として事業運営してお

り、当社グループが次の一つの柱として確立しようとしているその他事業の一つである集合住宅向け無料イン

ターネットマンション事業の拡大を加速させること、並びにアライアンス事業の拡大に大きく貢献することが

期待されるため、株式交換を決定いたしました。

 
(３)企業結合日

2024年９月１日(株式交換日)

 
(４)取得した議決権付資本持分の割合

100％

 
(５)被取得企業の支配を獲得した方法

当社を株式交換完全親会社とし、株式会社SHCを株式交換完全子会社とする株式交換

 
(６)株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数

①　株式の種類別の交換比率

当社普通株式１：株式会社SHC普通株式0.004124

②　株式交換比率の算定方法

本株式交換に用いられる株式交換比率の算定にあたって、公平性・妥当性を確保するため、当社並びに

株式会社SHCから独立した第三者算定機関である、株式会社Stand by Cに当社及び株式会社SHCの株式価値

及び本件株式交換比率の算定を依頼し、本算定結果を参考に、両社の財務状況、資産状況、将来の見通し

等の要因を総合的に勘案した上で、株式会社SHCとの間で真摯に協議・検討を重ね、決定いたしました。

当社については、当社が東京証券取引所グロース市場に上場しており、市場価格が存在していることか

ら、市場株価法を用いて算定を行いました。市場株価法においては、2024年５月21日を基準日として、東

京証券取引所グロース市場における基準日前１か月間（2024年４月22日から2024年５月21日まで）の終値

の単純平均値を採用しております。
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株式会社SHCについては、非上場会社であり市場株価が存在しないこと及び将来の事業活動の状況を算定

に反映するため、ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法を用いて株式価値の算定をしております。

ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法では、株式会社SHCより株式会社Stand by Cが開示を受けた事

業計画に基づき、算定基準日である2024年３月31日以降に株式会社SHCが創出すると見込まれるフリー・

キャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割り引くことによって株式価値を算出しております。

③　交付株式数

82,480株(交付株式数82,480株のうち40,000株は、当社の自己株式を充当しております。)

 
(７)被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

 （単位：千円）

本株式交換で交付した当社普通株式の公正価値 265,998

取得原価 265,998
 

 
(８)取得日現在における取得資産、引受負債及び支払対価の公正価値

（単位：千円）

支払対価の公正価値 265,998

取得資産、引受負債の公正価値  

　流動資産 304,787

　顧客関連資産 122,000

　非流動資産 137,630

　流動負債 △154,080

　非流動負債 △321,473

のれん 177,134

合計 265,998
 

　のれんは、個別に認識要件を満たさない、今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力及び既存事業

とのシナジーを反映したものであります。また、認識されたのれんは、税務上損金算入が見込まれるものはあり

ません。

 
(９)取得関連費用

　　アドバイザリー費用等5,500千円

 
(10)取得に伴うキャッシュ・フロー

 （単位：千円）

現金による取得対価 －

取得時に被取得企業が保有していた現金及び現金同等物 128,898

子会社株式の取得による収入 128,898
 

（注）取得に伴うキャッシュ・フローは、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書の投資活動によるキャッ

シュ・フローの「子会社株式の取得による収入」に計上しております。

 
(11)業績に与える影響

要約中間連結損益計算書に認識されている支配獲得日以降における内部取引消去前の被取得企業の売上収益

は575,795千円、中間利益は32,081千円であります。なお、中間利益には、支配獲得時に認識した無形資産の償

却費等が含まれております。

 

７．売却目的で保有する資産及び直接関連する負債

当社は、2025年２月17日の取締役会において、株式会社プレミアムウォーターホールディングスとの間で、当社の

連結子会社である株式会社プレミアムビジネスサポート(以下「PBS」という。)の全株式を譲渡することを決議し、同

日付で譲渡契約を締結いたしましたので、PBSの資産及び負債を売却目的で保有する資産及び直接関連する負債に分類
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しております。また、当該処分グループは、売却コスト控除後の公正価値(売却予定価額)が帳簿価額を上回っている

ため、帳簿価額で測定しています。

なお、2025年３月１日にPBS株式譲渡については完了しています。詳細は、注記「13.重要な後発事象」に記載のと

おりです。

売却目的で保有する資産及び直接関連する負債に分類された資産及び負債の主要な種類は、以下のとおりでありま

す。

(単位：千円)

 
前中間連結会計期間
(自　2023年９月１日
至　2024年２月29日)

当中間連結会計期間
(自　2024年９月１日
至　2025年２月28日)

売却目的で保有する資産   

現金及び現金同等物 － 51,721

営業債権及びその他の債権 － 80,819

その他の流動資産 － 1,879

使用権資産 － 14,808

のれん － 16,268

繰延税金資産 － 11,887

合計 － 177,382

売却目的で保有する資産に直接関連する負債   

営業債務及びその他の債務 － 8,892

リース負債（流動負債） － 1,008

未払法人所得税 － 7,491

その他の流動負債 － 80,169

リース負債（非流動負債） － 13,901

合計 － 111,462
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８．資本及びその他の資本項目

(１) 授権株式数及び発行済株式総数(全額払込済み)

授権株式数及び発行済株式総数の増減は、以下のとおりであります。

(単位：株)

 
前中間連結会計期間
(自　2023年９月１日
至　2024年２月29日)

当中間連結会計期間
(自　2024年９月１日
至　2025年２月28日)

授権株式数   

普通株式 10,400,000 10,400,000

発行済株式   

期首残高 2,798,418 3,175,290

期中増加(注)２ 37,300 122,780

期中減少 － －

中間期末残高 2,835,718 3,298,070
 

(注) １.当社の発行する株式は、全て権利内容に何ら限定のない無額面普通株式であります。

２.株式交換に伴う新株発行、新株予約権の行使及び譲渡制限付株式報酬としての新株発行によるものでありま

す。

 
(２) 自己株式

自己株式の増減は、以下のとおりであります。

(単位：株)

 
前中間連結会計期間
(自　2023年９月１日
至　2024年２月29日)

当中間連結会計期間
(自　2024年９月１日
至　2025年２月28日)

期首残高 90,072 94,044

期中増加(注)１ 104,001 28,349

期中減少(注)２ － 40,000

中間期末残高 194,073 82,393
 

(注) １.前中間連結会計期間における自己株式の増加は、2024年１月29日、2024年２月８日、2024年２月22日開催の

取締役会の決議による取得及び単元未満株式の買取によるものであります。

当中間連結会計期間における自己株式の増加は、2025年１月14日開催の取締役会の決議による取得及び単元

未満株式の買取によるものであります。

２.当中間連結会計期間における自己株式の減少は、2024年９月１日付けで実施した当社を株式交換完全親会

社、株式会社SHCを株式交換完全子会社とする株式交換による減少によるものであります。

 
９．配当金

(1) 配当金支払額

配当金の支払額は、以下のとおりであります。

前中間連結会計期間(自　2023年９月１日　至　2024年２月29日)

該当事項はありません。

 
当中間連結会計期間(自　2024年９月１日　至　2025年２月28日)

該当事項はありません。

 
(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

前中間連結会計期間(自　2023年９月１日　至　2024年２月29日)

該当事項はありません。

 
当中間連結会計期間(自　2024年９月１日　至　2025年２月28日)

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2025年４月14日
取締役会

普通株式 32,157 10.00 2025年２月28日 2025年５月30日
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10．売上収益

当社グループは、ラストワンマイル事業を営む単一セグメントであります。売上収益をサービス別に分類してお

り、顧客との契約から生じる収益を時期別に分解した情報は以下のとおりであります。なお、その他の源泉から認識

した収益(IFRS第16号に基づくリース収入等)の額に重要性はありません。

 
前中間連結会計期間(自　2023年９月１日　至　2024年２月29日)

(単位：千円)

 ストック型収益 フロー型収益 合計

一時点で移転される財又はサービス － 2,661,155 2,661,155

一定の期間にわたり移転される財又はサービス 2,574,594 － 2,574,594

顧客との契約から生じる収益 2,574,594 2,661,155 5,235,750
 

 
当中間連結会計期間(自　2024年９月１日　至　2025年２月28日)

(単位：千円)

 ストック型収益 フロー型収益 合計

一時点で移転される財又はサービス － 4,046,878 4,046,878

一定の期間にわたり移転される財又はサービス 3,364,908 － 3,364,908

顧客との契約から生じる収益 3,364,908 4,046,878 7,411,786
 

 

EDINET提出書類

株式会社ラストワンマイル(E37098)

半期報告書

23/33



 

11．１株当たり中間利益

(1) 基本的１株当たり中間利益

基本的１株当たり中間利益及びその算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自　2023年９月１日
至　2024年２月29日)

当中間連結会計期間
(自　2024年９月１日
至　2025年２月28日)

親会社の普通株主に帰属する中間利益   

親会社の所有者に帰属する中間利益(千円) 179,951 434,054

親会社の普通株主に帰属しない中間利益(千円) － －

基本的１株当たり中間利益の計算に使用する
中間利益(千円)

179,951 434,054

期中平均普通株式数(株) 2,708,793 3,189,611

基本的１株当たり中間利益(円) 66.43 136.08
 

 
(2) 希薄化後１株当たり中間利益

希薄化後１株当たり中間利益及びその算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自　2023年９月１日
至　2024年２月29日)

当中間連結会計期間
(自　2024年９月１日
至　2025年２月28日)

希薄化後の普通株主に帰属する中間利益   

基本的１株当たり中間利益の計算に使用する
中間利益(千円)

179,951 434,054

中間利益調整額(千円) － －

希薄化後１株当たり中間利益の計算に使用する
中間利益(千円)

179,951 434,054

希薄化後の期中平均普通株式数   

期中平均普通株式数(株) 2,708,793 3,189,611

新株予約権による普通株式増加数(株) 227,003 141,557

希薄化後の期中平均普通株式数(株) 2,935,796 3,331,168

希薄化後１株当たり中間利益(円) 61.30 130.30
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12．金融商品

(１) 償却原価で測定する金融商品

償却原価で測定する金融資産及び金融負債の公正価値と帳簿価額の比較は、以下のとおりであります。

なお、公正価値で測定する金融商品及び帳簿価額と公正価値が極めて近似している金融商品については、以下の

表には含めておりません。

(単位：千円)

 

前連結会計年度
(2024年８月31日)

当中間連結会計期間
(2025年２月28日)

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

償却原価で測定する金融資産     

その他の金融資産     
長期貸付金
(１年内回収予定を含む)

136,395 135,735 205,401 188,576

敷金及び保証金 101,339 93,274 112,725 99,699

合計 237,734 229,010 318,126 288,275

     

償却原価で測定する金融負債     
社債
(１年内償還予定を含む)

－ － 14,809 14,847

長期借入金
(１年内返済予定を含む)

2,025,997 2,004,807 1,947,605 1,896,081

合計 2,025,997 2,004,807 1,962,414 1,910,928
 

 
(２) 公正価値の測定方法

当社グループの主な金融資産及び金融負債の公正価値の測定方法は、以下のとおりであります。

①　現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務

これらは短期間で決済されるものであり、公正価値は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額を公正

価値としております。

 
②　その他の金融資産

定期預金は、一定の期間ごとに、その将来キャッシュ・フローを満期までの期間及び信用リスクを加味した利

率で割り引く方法により測定しております。

短期貸付金は、短期間で決済されるものであり、公正価値は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額

を公正価値としております。

長期貸付金は、元利金の合計額を新規に同様の貸付を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によ

り測定しております。

敷金及び保証金は、償還予定時期を見積り、国債の利回りを基礎とした合理的な割引率で割り引いた現在価値

により測定しております。

上場株式は、取引所の価格を公正価値としております。

非上場株式及び出資金は、主として修正簿価純資産法、ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法等の適切

な評価技法を使用して測定しております。

保険積立金は、保険会社の提示する解約した場合の解約返戻金に基づき測定しております。

非上場の投資信託は、期末日の帳簿価額等に基づき測定しております。

上記以外のその他の金融資産は、主に短期間で決済されるものであり、公正価値は帳簿価額に近似しているこ

とから、当該帳簿価額を公正価値としております。

 
③　社債及び借入金

社債及び短期借入金は、短期間で決済されるものであり、公正価値は帳簿価額に近似していることから、当該

帳簿価額を公正価値としております。

社債及び長期借入金は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により測定しております。
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④　その他の金融負債

その他の金融負債は、主に短期間で決済されるものであり、公正価値は帳簿価額に近似していることから、当

該帳簿価額を公正価値としております。

 
(３) 公正価値で測定する金融商品のレベル別分類

公正価値で測定する金融商品について、測定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、公正価値測

定額を、次のようにレベル１からレベル３までに分類しております。

 
レベル１：活発な市場における公表価格により測定された公正価値

レベル２：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて測定した公正価値

レベル３：観察可能な市場データに基づかないインプットを含む評価技法から算出された公正価値

 
公正価値の測定に複数のインプットを使用している場合には、その公正価値の測定の全体において最も低いレベ

ルのインプットに基づいて公正価値のレベルを決定しております。公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、各

報告期間末日に発生したものとして認識しております。

 
①　公正価値ヒエラルキー

公正価値ヒエラルキーのレベルごとに分類した、経常的に公正価値で測定する金融商品の内訳は、以下のとお

りであります。

 
前連結会計年度(2024年８月31日)

(単位：千円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産     

その他の金融資産     

純損益を通じて公正価値で
測定する金融資産

－ 93,332 － 93,332

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する資本性
金融資産

95,040 － 36,257 131,297

合計 95,040 93,332 36,257 224,628
 

(注)　レベル間の振替はありません。

 
当中間連結会計期間(2025年２月28日)

(単位：千円)

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産     

その他の金融資産     

純損益を通じて公正価値で
測定する金融資産

－ 41,820 5,000 46,820

その他の包括利益を通じて
公正価値で測定する資本性
金融資産

137,232 － 36,287 173,519

合計 137,232 41,820 41,287 220,339
 

(注)　レベル間の振替はありません。

 

②　レベル３に分類された金融商品の公正価値測定に関する情報

レベル３に分類された金融商品は非上場株式及び出資金であり、主として修正簿価純資産法、ディスカウン

テッド・キャッシュ・フロー法等の適切な評価技法を使用して測定しております。

レベル３に分類された金融商品については、適切な権限者に承認された公正価値測定の評価方針及び手続に従

い、評価担当者が評価及び評価結果の分析を実施しています。評価結果は適切な責任者によりレビューされ承認

されております。
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③　レベル３に分類した金融商品の調整表

レベル３に分類された金融資産の期首残高から中間期末残高への調整表は、以下のとおりであります。

(単位：千円)

 
前中間連結会計期間
(自　2023年９月１日
至　2024年２月29日)

当中間連結会計期間
(自　2024年９月１日
至　2025年２月28日)

期首残高 19,990 36,257

利得及び損失合計   

純損益 － 707

その他の包括利益 － －

購入 － －

売却 － △7,707

その他 10 12,030

中間期末残高 20,000 41,287
 

(注)　純損益に認識した利得及び損失は、要約中間連結損益計算書の「金融収益」に含めています。
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13．重要な後発事象

(子会社株式の譲渡)

当社は、2025年２月17日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社プレミアムビジネスサポート

(以下「PBS」という。)の全株式を譲渡することを決議するとともに同日付けで株式譲渡契約を締結し、2025年３月１

日付けで当該株式の譲渡を完了いたしました。

なお、本件株式譲渡に伴い、PBSは2025年３月１日付けで当社の連結の範囲から除外されることになり、当中間連結

会計期間においてPBSの資産及び負債を売却目的で保有する資産及び直接関連する負債に分類しております。詳細は、

注記「７．売却目的で保有する資産及び直接関連する負債」に記載のとおりであります。

 
(１)株式譲渡の理由

当社グループは、アライアンス事業、集合住宅向け無料インターネット事業、ホテル事業、リスティング・メ

ディア事業を主力事業とし中期経営計画(2025年8月期～2027年8月期)の達成に向けて取り組んでおります。こうし

た中で、グループ全体の体制再編を進めるにあたり、経営資源の最適配分及び経営の効率化の観点から、当社が保

有するPBS株式について、より安定的かつ戦略的な事業運営を実現する体制を構築するため、本件株式譲渡を決定い

たしました。

 
(２)異動する子会社の概要

①　名称 株式会社プレミアムビジネスサポート

②　本社所在地 東京都渋谷区神宮前一丁目23番26号

③　代表者の役職・氏名 代表取締役　清水　利昭

④　事業内容 企業の管理業務の受託業務

⑤　設立年月日 2023年９月20日

⑥　資本金 30,000千円

⑦　総資産額 177,382千円(2025年２月28日現在)

⑧　売上高 238,685千円(2025年８月期中間会計期間)
 

 
(３)株式譲渡の相手先の概要

①　名称 株式会社プレミアムウォーターホールディングス

②　本社所在地 山梨県富士吉田市上吉田4597番地の１

③　代表者の役職・氏名 代表取締役会長　萩尾　陽平

④　資本金 4,698百万円

⑤　設立年月日 2006年10月13日
 

 
(４)譲渡の時期

2025年３月１日

 
(５)譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況

①　譲渡前の所有株式数
600株
(議決権の数：600個)
(議決権所有割合：100％)

②　譲渡株式数
600株
(議決権の数：600個)
(議決権所有割合：100％)

③　譲渡価額 66,473千円

④　譲渡後の所有株式数
０株
(議決権の数：０個)
(議決権所有割合：０％)

 

 
(６)業績に与える影響
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本件株式譲渡による当社の連結業績に与える影響は、現時点で評価中であります。

 
（法人税率の変更等による影響）

2025年３月31日に「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が成立し、2026年４月１日以後に

開始する連結会計年度から法人税率等が変更となりました。これに伴い、2026年９月１日に開始する連結会計年度に

おいて解消が見込まれる一時差異等については、繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率が従来から

変更になります。

この変更による影響額については、現時点で評価中であります。
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２ 【その他】

第14期（2024年９月１日から2025年８月31日まで）の中間配当について、2025年４月14日開催の取締役会におい

て、2025年２月28日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　32,157千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　10円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　2025年５月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

 
　　2025年４月14日

株式会社ラストワンマイル

取締役会  御中

 
フェイス監査法人

 

東京都渋谷区
 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中川　俊介  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 大槻　直太  

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ラスト

ワンマイルの2024年９月１日から2025年８月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年12月１日から2025年

２月28日まで）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計算書、要

約中間連結包括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について

期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作

成方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社ラストワン

マイル及び連結子会社の2025年２月28日現在の財政状態、同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績並びに中

間連結会計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認め

られなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手

したと判断している。

 
強調事項

　要約中間連結財務諸表注記13. 重要な後発事象（子会社株式の譲渡）に記載されているとおり、会社は、2025年２月

17日開催の取締役会において、連結子会社である株式会社プレミアムビジネスサポートの全株式を譲渡することを決議

し、同日付で株式譲渡契約を締結し、2025年３月１日付で譲渡を完了している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 
要約中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ
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て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第１号

「財務諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連

結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、要約中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監

査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継

続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内

容、並びに要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・　要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手す

る。監査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人

は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上
 

 

(注)１.上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２.XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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